
横浜市○○地域ケアプラザ

指定管理者の応募関係書類（表紙）

１　提出書類は、本表紙の□欄に確認した旨のレ印を記入し、各書類にはページ数及びインデックスを付けてください。

２　用紙サイズについて、原本で用紙サイズが決まっているもの以外は、Ａ４サイズに統一し、文字は明瞭なものを提出してください。

３　提出書類には本表紙をつけ、アから順に並べ、原本１部、写しを16部提出してください。なお、写しの書類のうち15部はファイル綴りとし、１部についてはファイルはホッチキス等で留めず、クリップ留めで提出してください。用紙サイズは原本でサイズが決まっているもの以外は、Ａ４サイズに統一してください。

４　事業計画書（様式２）においては、業務の工夫等について、具体的に記載してください。
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	14
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様式１
指　定　申　請　書

　　　年　　月　　日　

　(申請先)

　 横浜市神奈川区長

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　㊞
　

次の地域ケアプラザ施設の指定管理者の指定を受けたいので、申請します。

横浜市○○地域ケアプラザ

(注意)　申請に際しては、次の書類を添付してください。

　(1)　事業計画書

　(2)　定款その他これに類する書類

　(3)　法人の登記事項証明書

　(4)　指定申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業年度の収支計算書及び事業報告書

　(5)　当該プラザの管理に関する業務の収支予算書

　(6)　その他区長が必要と認めるもの

(A4)

様式２　事業計画書（１／８）
	法人－（１）　法人の理念・基本方針等について

	法人の理念や基本方針等について、記載してください。

	


	法人－（２）　財務状況について

	予算の執行状況、法人税等の対応の有無、財政状況の健全性、安定した経営ができる基盤等について記載してください。

	


	法人－（３）　○○地域ケアプラザを応募した理由について

	ケアプラザの設置目的や設置場所等を踏まえ、応募した理由を記載してください。

	


様式２　事業計画書（２／８）
	法人－（４）　地域福祉保健推進等に関する基本的な考え方

	地域福祉保健に関する基本的な考え方について記載してください。

	


	法人－（５）　法人事業の実績

	ケアプラザ事業に生かせるような実績があれば記載してください（当該地域ケアプラザの実績は除く）。

	


	職員－（１）　所長（予定者）の地域ケアプラザに対する考え方

	指導者としてケアプラザの設置目的をどう解釈し、理解し、運営を行っていくかを記載してください。

	


様式２　事業計画書（３／８）
	職員－（２）　職員の確保、配置及び育成に対する考え方

	ケアプラザを運営していく上で、必要な職員の確保、適正な配置及び育成について、その考えを記載してください。

	


	管理運営－（１）　施設の管理に対する考え方

	利用者が施設を快適・安全に利用するための、施設・設備の保守・管理に関する考え方を記載してください。

	


	管理運営－（２）　事故防止体制・緊急時（防犯・防災等）の対応

	事故防止策に関する意識の高さ・対応の適切性、防犯・防災に対して、具体的に記載してください。※急病・災害時の対応など。

	


様式２　事業計画書（４／８）
	管理運営－（３）　利用者のニーズ・要望・苦情への対応

	利用者のニーズを把握しどう改善していくのか。また要望や苦情を受けて迅速な対応ができる仕組みについて、具体的に記載してください。

	


	管理運営－（４）　個人情報保護・情報公開への取り組み

	個人情報の保護に対する取り組みや法人の運営状況等の公開について、具体的に記載してください。

	


	管理運営－（５）　環境への配慮

	環境への配慮（ごみ減量化、リサイクル、省エネルギーなど）に対する考え方について記載してください。

	


様式２　事業計画書（５／８）
	事業－（１）　施設の利用促進計画

	施設の利用率向上のための対策や効率的な施設貸出の方法、利用者のために有益な情報提供を行う方法について、その効果も含め具体的に記載してください。

	


	事業－（２）（３）　関連機関・地域団体との連携

	関連機関（区役所・区社協・福祉・保健・医療機関等）の情報把握と連携について、具体的に記載してください。

	

	地域団体（町内会・地区社協・地区民児協等）の情報把握と連携について、具体的に記載してください。

	


	事業－（４）　地域支えあいネットワーク、地域福祉保健計画

	地域支えあいネットワーク、地域福祉保健計画の趣旨を十分理解し、地域課題等に取り組んでいく具体的な内容について、考え方を記載してください。

	


様式２　事業計画書（６／８）
	事業－（５）　地域活動交流事業について

	地域住民の福祉・保健活動に対する支援や活動・交流の場の提供について、地域特性を踏まえて積極的、具体的な考え方を記載してください。

	


	事業－（６）　ボランティア育成について

	ボランティア育成について具体的に記載してください。

	


	事業－（７）　地域包括支援センター事業の運営方針について

	地域性を踏まえた上で、地域包括支援センターの基本機能をどのように展開していくか、具体的に記載してください。

	＜総合相談支援事業＞（虐待対応及び権利擁護事業を含む。）
＜包括的・継続的ケアマネジメント支援事業＞
＜介護予防ケアマネジメント＞



様式２　事業計画書（７／８）
	事業－（８）　介護予防事業の運営方針について

	介護予防に関する普及啓発や地域活動支援等の介護予防事業をどのように展開していくか具体的に記載してください。

	


	事業－（９）　介護予防支援事業の運営方針について

	簡潔に記載してください。

	


	事業－（１０）　居宅介護支援事業の運営方針について

	簡潔に記載してください。

	


様式２　事業計画書（８／８）
	事業－（１１）　通所系サービス事業の運営方針について

	サービスメニュー及び運営方針について、簡潔に記載してください。

	


	指定管理料　利用料金の収支の活用及び運営費の効率性について

	利用料金の収支の活用や運営費等について低額に抑える工夫について記載してください。

	


	実績　前期の指定管理業務の実績（現在の指定管理者のみ記載してください。）

	前期の指定管理期間におけるケアプラザ事業の実績を記載してください。

	


様式３
指定管理料　提案書及び収支予算書（○○地域ケアプラザ）

※　記載する前に、公募要項　施設別資料　＜説明資料＞「地域ケアプラザの指定管理料の提案書等について」を一読のうえ、記載をしてください。
１　指定管理料提案書

（１）地域活動交流事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項目
	積算根拠
	金額

	人件費
	内訳（所長、コーディネーター、サブコーディネーター、その他）
	

	事業費
	
	

	事務費
	
	

	管理費※
	・光熱水費
・施設維持管理費（各種保守点検費）


	

	消費税等
	人件費×０．０５％
	

	その他
	＜上記以外の項目で何かあれば、行を追加して記載してください。＞
	

	指定額
	運営協議会40千円　小破修繕費474千円
	514

	合計
	
	


※小破修繕費及び建築基準法第12条に伴う点検費用は除く。

（２）地域包括支援センター事業及び介護予防事業　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	項目
	積算根拠
	金額

	人件費
	内訳（所長、地域包括職員、その他）
	

	事業費
	
	

	事務費
	
	

	管理費※
	・光熱水費
・施設維持管理費（各種保守点検費）


	

	その他
	＜上記以外の項目で何かあれば、行を追加して記載してください。＞
	

	指定額
	協力医謝金756千円　小破修繕費126千円　介護予防事業420千円
	1,302

	合計
	
	


※小破修繕費及び建築基準法第12条に伴う点検費用は除く。

２　収支予算書

※１　横浜市支払想定額の欄には、上記で算出した「合計」を記載してください。

※２　収支予算書の記載にあたっては、利用料金制事業（介護予防支援事業及び居宅介護支援事業、通所系サービス事業）も含めた全事業の金額を記載してください。

※３　利用料金収入には「介護予防支援事業」及び「居宅介護支援事業」「通所系サービス事業」の収入見込みを記載してください。

　（単位：千円）

	項目
	２３年度
	２４年度
	２５年度
	２６年度
	２７年度

	(Ａ)収入合計
	
	
	
	
	

	内訳
	横浜市支払想定額
（※１）
	
	
	
	
	

	
	利用料金収入
	
	
	
	
	

	
	その他収入
	
	
	
	
	

	(Ｂ)支出合計
	
	
	
	
	

	内訳
	人件費
	
	
	
	
	

	
	事業費
	
	
	
	
	

	
	事務費
	
	
	
	
	

	
	管理費
	
	
	
	
	

	
	消費税等
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	

	(Ａ－Ｂ)収支
	
	
	
	
	


●指定管理料の精算について

指定管理料については、原則として返還は求めませんが、年度末に執行報告書を提出していただきます。

ただし、常勤職員の不在及び介護予防支援の兼務件数の上限件数を超過している場合や指定額（運営協議会経費は除く）の残額等がある場合は、返還していただきます。

 様式４
法人の概要

（平成２１年１２月現在）

	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),法人名)
	
	所在地

	〒


	設立年月日

	　　　　年　　　　月


	沿　革

	
	事業内容等

	
	法人税、消費税及び地方消費税滞納の有無

	有　　　・　　　無


	財政状況

	年　度

	平成18年度

	平成19年度

	平成20年度


		総　収　入

			
		総　支　出

			
		当期収支差額

			
		次期繰越収支差額

			
	連絡担当者

	【氏名】　　　　　　　　　　【所属】

【電話】　　　　　　　　　　【ＦＡＸ】

【Ｅ－mail】


	特記事項

	

	


様式５

申請団体役員名簿

	団体名

（商号又は名称）
	

	住　所
	

	
	
	
	

	役職
	氏名
	フリガナ
	住所
	生年月日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


指定管理者の資格要件に規定する「暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある団体でないこと」を確認するため、横浜市が神奈川県警察本部に対して調査･照会資料として使用することに同意いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　住　　所：　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団 体 名：　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名：　　　　 　　　　　　　　　　　㊞　

様式６

欠格事項に該当しない宣誓書

平成　　年　　月　　日

横浜市神奈川区長

団体名

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
当法人は、以下に規定する指定管理者の欠格事項に該当しないことを宣誓します。

《欠格事項》

１　法人税、法人市民税、消費税、地方消費税等の租税及び労働保険料を滞納していること

２　会社更生法・民事再生法による更生・再生手続中であること

３　指定管理者の責に帰すべき事由により、２年以内に指定の取消を受けたものであること
４　地方自治法施行令第167条の４の規定により、本市における入札参加を制限されていること
５　選定委員が、応募しようとする団体の経営または運営に直接関与していること
６　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員の統制下にある団体であること
７　２年以内に労働基準監督署から是正勧告を受けていること（仮に受けている場合には、必要な措置の実施について労働基準監督署に報告済みでないこと）
様式７

応募資格に該当する宣誓書

平成　　年　　月　　日

横浜市神奈川区長

団体名
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
当法人は、以下に規定する地域ケアプラザ指定管理者の応募資格に該当することを宣誓します。

《応募資格》

介護保険法（平成９年法律第123号）第41 条第１項本文、第42条の２第１項本文、第46条第１項、第53条第１項本文、第54条の２第１項本文又は第58条第１項の指定を受けることができると認められる者（横浜市地域ケアプラザ条例施行規則第４条）

※　介護保険法の下記の規定に該当しないこと

□第70条第２項

□第78条の２第４項

□第79条第２項

□第115条の２第２項

□第115条の12第２項

□第115条の22第２項

様式８

辞　退　届

平成　　年　　月　　日

（申請先）

横浜市神奈川区長

（申請者）

団体名

所在地

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
横浜市　　地域ケアプラザの指定管理者の申請を辞退します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属・職名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（連絡先）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX

                                          E-mail
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